
※　各役員の住所又は居所を証する書面
　特定非営利活動促進法施行条例第２条第２項に基づき、各役員について、届出の日前６ヶ月以内に作成された住民票等（公印及び発行年月日が記載されているもので、コピーは不可）を添付する。
　（住民票には個人番号（マイナンバー）は記載しないこと。）
（備考）
特定非営利活動促進法施行条例第２条第２項に基づく住民票等は、次に掲げるとおりとする。
　　①　当該役員が住民基本台帳法（昭和42年法律第81号）の適用を受ける者である場合にあっては、同法第12条
第１項に規定する住民票
　　②　当該役員が前号に該当しない者である場合にあっては、当該役員の住所又は居所を証する権限のある官公署が発給する文書
　※　②の書面が外国語で作成されているときは、翻訳者を明らかにした訳文を添付する。
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